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研究要旨： 

 地域保健法に基づく「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」において、保健所

は、地域における健康危機管理の拠点として、健康危機発生時においては健康危機への対

応のみならず、健康づくりなどの地域住民に不可欠な保健施策を提供し続けることが必要

であると述べられている。今回、全国の保健所を対象に、コロナ禍での医療・介護体制の

構築と保健所の役割についてアンケート調査を実施し、以下の結果を得た。 

１． コロナ禍において、67.1％の保健所が自宅療養者への往診等の医療体制について

の対策を、37.1％の保健所が自宅療養者への介護保険サービスの提供体制について

の対策を講じていた。 

２． 自宅療養者への医療体制と介護保険サービス体制の両者を自力で構築した保健所

は、回答した 29.0％であった。  
３． 管内の自宅療養者数の最大値の平均値を比較すると、「医療体制についての

対策を講じた」保健所では 4961 人、「医療体制についての対策を講じなかっ

た」保健所では 3584 人で大きな差はなかった。 

４． 管内の自宅療養者への医療・介護保険サービスの連携調整を担った組織・職種と

しては、複数回答で「保健所」が 84.0％で最多あった。 

平時はもとより、コロナ禍のような災害レベルの際にも、保健所は都道府県・市町村

と協力しつつ、管内の医療・介護とその連携の体制構築に努力すべきである。 

 
Ａ．研究目的 

 地域保健法に基づく「地域保健対策の推進

に関する基本的な指針」において、保健所

は、地域における健康危機管理の拠点とし

て、健康危機発生時においては健康危機への

対応のみならず、健康づくりなどの地域住民

に不可欠な保健施策を提供し続けることが必

要であると述べられている。 

本研究では、コロナ禍での医療・介護体制

の構築と保健所の役割について検討すること

を目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 全国の保健所を対象として、令和 4

（2022）年 10 月～令和 5（2023）年 1 月

にメールによる調査を行った（詳細は総括

研究報告書参照）。また、フォーカスグル

ープディスカッションや研究班内での議論

の結果等を踏まえて検討を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

１）新型コロナウイルスに感染した自宅

療養者への往診等の医療体制について 

 

①回答した 286 保健所のうち、「新型コ

ロナウイルスに感染した自宅療養者への

往診等の医療体制についての対策を講じ

た」保健所は、192 保健所（67.1％）で

あった。また、「対策を講じなかった」

保健所は 93 保健所（32.5％）であっ
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た。「対策を講じた」保健所の設置主体

別のそれぞれの割合は、県型保健所の

62.9％、政令指定都市保健所の 64.3％、

中核市保健所の 78.6％、保健所政令市保

健所の 100.0％、特別区保健所の 88.2％

であった。 

②「対策を講じた」192 保健所が講じた

対策（複数回答）としては、「通常の在

宅医療を実施している医師に依頼して、

往診をしてもらった」が 130 保健所

（67.7％）、「新たにコロナの往診体制

を構築した」が 68 保健所（35.4％）、

「往診を実施する民間グループ（例：フ

ァーストドクター等）に依頼した」が 38

保健所（19.8％）であった。 

③「対策を講じなかった」93 保健所のう

ち、対策を講じなかった理由（複数回

答）は、「都道府県が行うべきだと思う

ため」が最多の 43 保健所（46.2％）、

「管内の医療機関による往診に期待がで

きなかったため」が 26 保健所

（28.0％）であり、「医療体制づくりは

保健所の主たる業務でないため」が 11

保健所（11.8％）であった。また、「在

宅医療が必要な自宅療養者がいなかった

ため」が 7 保健所（7.5％）あった。 

 

２）新型コロナウイルスに感染した自宅

療養者への介護保険サービスの提供体制

について 

  

①回答した 286 保健所のうち、「新型コ

ロナウイルスに感染した自宅療養者への

介護保険サービスの提供体制についての

対策を講じた」保健所は、106 保健所

（37.1％）であった。また、「対策を講

じなかった」保健所は 179 保健所

（62.6％）であった。 

②「対策を講じた」保健所の設置主体別

のそれぞれの割合は、県型保健所の

38.1％、政令指定都市保健所の 50.0％、

中核市保健所の 38.1％、保健所政令市保

健所の 0.0％、特別区保健所の 17.6％で

あった。 

③「対策を講じた」106 保健所が講じた

対策（複数回答）としては、「通常の在

宅介護を実施している事業所に依頼し

て、サービス提供をしてもらった」が最

多の 78 保健所（73.6％）、「訪問看護

が在宅介護を担った」が 42 保健所

（39.6％）、「新たにコロナの介護サー

ビス体制を構築した」が 3 保健所

（2.8％）、「保健所保健師が訪問し

た」がそれぞれ 2 保健所（1.9％）であ

った。 

④「対策を講じなかった」179 保健所の

うち、対策を講じなかった理由（複数回

答）としては、「保健所の主たる業務で

ないため」が最多の 70 保健所

（39.1％）であり、「介護保険事業所が

自発的にサービス提供をしていたため」

が 43 保健所（24.0％）、「市町村の役

割であるため」が 29 保健所

（16.2％）、「管内の介護事業所に期待

ができなかったため」が 29 保健所

（16.2％）であった。また、「介護保険

サービスの必要な自宅療養者がいなかっ

たため」が 14 保健所（7.8％）あった。 

 

３）自宅療養者への医療・介護保険サー

ビスの連携調整を担った組織・職種につ

いて 

  

 管内の自宅療養者への医療・介護保険

サービスの体制を整備できた 206 保健所

管内において、医療・介護の連携調整を

担った組織・職種（複数回答）として

は、「保健所」が最多の 173 保健所

（84.0％）、「郡市区医師会」が 57 保

健所（27.7％）、「訪問看護ステーショ

ン」が 55 保健所（29.7％）、「都道府

県」が 44 保健所（21.4％）、「ケアマ
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ネジャー」が 41 保健所（19.9％）、看

護協会が 9 保健所（4.4％）であった。 

 

４）自宅療養者への医療体制と介護保険

サービス体制の整備の状況 

 

①自宅療養者への医療体制と介護保険サ

ービス体制の両者を自力で構築した保健

所は、回答した 286 保健所うち 83 保健

所（29.0％）であった。 

②保健所が対策を講じたか否かとは関係

なく、結果として医療・介護の体制の両

者を構築できたのは 286 保健所うち 206

保健所管内（72.0％）であった。 

 

５）管内における自宅療養者数の最大値

と保健所による医療・介護体制構築につ

いて 

  

①回答した 286 保健所において、最も多

かった時点の自宅療養者数は、最小値は

40 人、最大値は 48000 人であり、平均値

は 4515 人であった。その時期について

は、240 保健所（84.8％）が令和 4 年 8

月と回答した。 

②自宅療養者数の最大値が「100 人未

満」が 3 保健所（1.0％）、「100 人以上

1,000 人未満」が 80 保健所

（28.0％）、「1,000 人以上」が 216 保

健所（75.5％）であった。 

③自宅療養者数の最大値の平均は、県型

保健所が 2843 人（最小 40 人、最大

30000 人）であったのに対し、市区型保

健所の自宅療養者数の最大値は平均 9089

人（最小 200 人、最大 48000 人）であ

り、市区型保健所で多い傾向にあった。 

④自宅療養者数の最大値の平均値を比較

すると、「医療体制についての対策を講

じた」保健所は 4961 人、「医療体制に

ついての対策を講じなかった」保健所は

3584 人で極端な差はなかった。 

 

Ｄ．考察 

 今回のコロナ禍において、新型コロナウ

イルスに感染した自宅療養者への往診等の

医療体制についての「対策を講じなかっ

た」保健所は 93 保健所（32.5％）であっ

た。そのうち、対策を講じなかった理由

（複数回答）は、「都道府県が行うべきだ

と思うため」が最多の 43 保健所

（46.2％）、「医療体制づくりは保健所の

主たる業務でないため」が 11 保健所

（11.8％）であった。 

 しかし、平時においても在宅医療を含む

地域医療の体制構築については保健所が積

極的役割を果たすものとされている。 

管内の自宅療養者数が最も多かった時期

については、240 保健所（84.8％）が令和

4 年 8 月と回答したが、管内のコロナ病床

が満床となり、自宅療養者が増加する時期

には地域事情により差があったはずであ

る。特に都市部において、都道府県が県内

の自宅療養者への往診等の医療体制を構築

する前に自宅療養者が溢れた地域は少なく

なかった。 

また、自宅療養者数の最大値の平均値を

比較すると、「医療体制についての対策を

講じた」保健所は 4961 人、「医療体制に

ついての対策を講じなかった」保健所は

3584 人で極端な差はなかった。 

このような結果から、保健所が自宅療養

者への往診等の医療体制についての「対策

を講じた」か「講じなかった」のかについ

ては、感染拡大の程度の問題ではなく、平

時からの保健所の在宅医療を含む地域医療

の体制構築について取り組み姿勢が大きく

影響したのではないかと考察する。 

また、「新型コロナウイルスに感染した

自宅療養者への介護保険サービスの提供体

制についての対策を講じなかった」保健所

は、179 保健所（62.6％）であった。その

うち、対策を講じなかった理由（複数回
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答）としては、「保健所の主たる業務でな

いため」が最多の 70 保健所（39.1％）で

あり、「市町村の役割であるため」が 29

保健所（16.2％）であった。政令指定都

市・中核市等の人口規模の大きい市・区な

ら、保健所が対策を講じなくても対応でき

るかもしれないが、県型保健所管内の多く

の小規模市町村では対応困難であろう。ま

た、都道府県が県内の自宅療養者への介護

保険サービスの提供体制についての対策を

講じるまでの期間は、医療体制構築が優先

されるため、長くなる可能性が高い。要介

護者を含む高齢者が重症化することが多か

ったコロナ禍において介護保険サービスの

提供がなされない期間が長期に及ぶことは

高齢者およびその家族にとって耐えがたい

ものになったことは容易に想像できる。 

 

 

Ｅ．結論 

平時はもとより、コロナ禍のような災害レ

ベルの際にも、保健所は都道府県・市町村と

協力しつつ、管内の医療・介護とその連携の

体制構築に努力すべきである。 

 

Ｆ．研究発表  

１．論文発表 
 特になし 
２．学会発表 
 特になし 
 
G．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
特になし 

２．実用新案登録 
特になし 

３．その他 
特になし
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	Ｄ４－５　勤務時間への配慮や手当等は、精神保健福祉業務と他業務とのバランスが図られていますか。最も近いと思われる選択肢を１つお選びください。
	Ｄ５　精神保健福祉の通報対応等の365日24時間対応の業務は、どの機関で対応すれば良いと思いますか。（単数回答）
	Ｄ６　精神障害者等への差別や偏見を解消するための取り組みを行っていますか。
	Ｄ７　通報対応で入院した患者のその後の再入院率、または通報対応で入院した患者の過去に入院歴のある割合等の定量的な算定や年次推移の分析を行っていますか。
	Ｄ８　精神保健福祉に関わる管内の多様な関係機関が情報交換を行う場はありますか。
	Ｄ９　精神保健福祉に関する業務は、保健所と市町村保健センター等の役割分担を明確にするか、一定の業務は両者とも行う等重層的に行うか、どのような形が良いですか。最もお考えに近いと思われる選択肢を１つお選びください。（単数回答）


	Ｅ　地域支援事業・地域包括ケアについて
	１　都道府県型保健所について
	Ｅ１　貴保健所は管内市町村の地域支援事業に関わっていますか。（単数回答）
	Ｅ１－１　貴保健所の関わり方はどのようなものですか。
	①都道府県庁が開催する市区町村向けの地域支援事業の研修会に、保健所担当者が参加している（単数回答）
	②管内市町村を対象に地域支援事業に関する会議を開催している（単数回答）
	③地域支援事業に含まれる各種事業（一般介護予防事業、認知症施策等）の目標を管内市町村と共有していないが、市町村が実践する過程を支援している（単数回答）
	④地域支援事業に含まれる各種事業（一般介護予防事業、認知症施策等）の目標を管内市町村と共有した上で、市町村が実践する過程を支援している（単数回答）
	⑤地域支援事業全体の目標を管内市町村と共有した上で、市町村が実践する過程を支援している（単数回答）
	⑥都道府県が設定した地域支援事業全体の目標を保健所・管内市町村と共有し、保健所が市町村を支援している（単数回答）


	２　市区型保健所について
	Ｅ２　管内の地域支援事業は、市区行政のどの部署が担っていますか。（単数回答）
	Ｅ３　地域支援事業に含まれる各種事業の目標を設定していますか。（単数回答）
	Ｅ４　地域支援事業全体の目標を設定していますか。（単数回答）

	３　新型コロナウイルス感染症対応における医療・介護連携について
	Ｅ５　貴保健所の管内で、新型コロナウイルスに感染した自宅療養者数が最も多かった時点の人数を教えてください。人数には施設療養者数を含めてください。
	①新型コロナウイルスに感染した自宅療養者数が最も多かった時点の人数（単数回答）
	②自宅療養者数の具体的な人数（数字入力）
	③新型コロナウイルスに感染した自宅療養者数が最も多かった時点（文字入力）

	Ｅ６　貴保健所は、新型コロナウイルスに感染した自宅療養者への往診等の医療体制について、保健所として何らかの対策を講じましたか。（単数回答）
	Ｅ６－１　どのような対策を講じましたか。（複数回答可）
	Ｅ６－２　対策を講じなかった理由は、何ですか。（複数回答可）
	Ｅ７　貴保健所は、新型コロナウイルスに感染した自宅療養者への介護保険サービス（訪問介護等）の提供体制について、保健所として何らかの対策を講じましたか。
	Ｅ７－１　どのような対策を講じましたか。（複数回答可）
	Ｅ７－２　対策を講じなかった理由は、何ですか。（複数回答可）
	Ｅ８　その連携調整は、どの組織・職種が担いましたか。（複数回答可）


	Ｆ　健康危機管理体制について
	Ｆ１　貴保健所では、健康危機管理に関する下記のマニュアルや業務継続計画（BCP）等を策定していますか。（複数回答可）
	Ｆ２　新型コロナウイルス感染症対策の今までの過程において、国の方針に沿って対応しましたか、設置自治体や保健所の方針で独自の工夫を行いましたか。
	Ｆ３　コロナ対応を経験したことから、病院機能の見直しや、日々の感染症診療の分担などの地域の医療との調整について、今後、中長期的に考えて、どこが担うのが良いと思いますか。（単数回答）
	Ｆ４　住民への直接的な業務と、体制づくり等の間接的な業務の比率について、コロナ後の「保健所活動」は、コロナ前と比べてどのようにすべきと思いますか。
	Ｆ５　健康危機事象が発生した際、保健所固有の業務が増大する場合、専門職種の応援体制は、どのような対応になっていますか。（複数回答可）
	Ｆ６　行政職員以外の地域の専門職や非専門職などについて、感染症パンデミックや災害等の今後の健康危機に向けて、平常時から確保、育成することについて、保健所の役割をどのように思いますか。（単数回答）
	Ｆ７　保健所が夜間休日を含めた健康危機管理対応を行う上で、今後改善した方が良いことはありますか。（複数回答可）

	Ｇ　今後の保健所活動について
	Ｇ１　健康格差の縮小に向けての保健所の役割は、今後どのようにすべきと思いますか。
	Ｇ２　住民のソーシャルキャピタルの醸成に向けての保健所の役割は、今後どのようにすべきと思いますか。（単数回答）
	Ｇ３　地域の公的機関、非営利機関、民間機関等の連携強化に向けての保健所の役割は、今後どのようにすべきと思いますか。（単数回答）
	Ｇ４　貴保健所では、下記のような活動を行っている中間支援組織（ＮＰＯや住民団体等の支援を行う組織）との連携はありますか。広域的に活動している中間支援組織との連携も含みます。（複数回答可）
	Ｇ５　貴保健所では、今後多くの保健所で実施すると良いと思われる特徴的な取り組みを行っていますか。例えば、目標設定をしながらの健康危機管理や、地域の多様な資源が協力し合う場の設定など、マネジメントのやり方に関するもの、事業展開に関するものなど含めてお考えください。（単数回答）
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